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　政府は10月６日、「平成28年度　我
が国における過労死等の概要及び政府
が過労死等の防止のために講じた施策
の状況」（「平成29年版過労死等防止
対策白書」）を閣議決定した。10月26
日に開催された「過労死等防止対策推
進協議会」にも報告され、今後の過労
死等防止対策の進め方等が議論された。
　同白書は、平成26（2014）年に成立・
施行された「過労死等防止対策推進法」
（平成26年法律第100号）の第６条
に基づく年次報告書（法定白書）。構
成は昨年と同様、第１章で労働時間や
メンタルヘルス対策等、第２章で過労
死等の現状を把握している。その上で、
２冊目となる今回は第３章で、過労死
等防止対策の推進に資する調査研究結
果として、過労死等事案の分析や、「自
動車運転従事者」と「外食産業」に焦
点を当てた調査の分析等を盛り込んだ。
そして第４章で、「『過労死等ゼロ』緊
急対策」（平成28年12月26日「長時
間労働削減推進本部」決定）や「働き
方改革実行計画」（平成29年３月28日

「働き方改革実現会議」決定）など、
昨年度の取り組みを中心に施策の状況
をまとめている。本稿では、第１～３
章の概要を紹介する。

第１章  �労働時間やメンタル
ヘルス対策等の状況

週60時間以上の雇用者割合は7.7％

　第１章では、労働時間やメンタルヘ
ルス対策等の現状を見ているが、その
内容は昨年、詳細に示した（弊誌
2016年12月号18頁～）ため、今回は
「過労死等の防止のための対策に関す
る大綱」（平成27年７月24日に閣議決
定）が掲げる数値目標に沿う形で、そ
の概況を取り上げたい。
　「過労死等の防止のための対策に関
する大綱」では、過労死等を無くすた
め、平成32（2020）年までに、①週
労働時間60時間以上の雇用者の割合
を５％以下にすることや、②年次有給
休暇の取得率を70％以上にすること、

また、平成29（2017）年までに、③
メンタルヘルス対策に取り組んでいる
事業場の割合を80％以上にすること
――の三つの目標を掲げ、その早期達
成を目指している。
　白書によれば、一つ目の数値目標で
ある１週間の就業時間が60時間以上
の雇用者（長時間労働者）の割合は、
平成15（2003）年と16（2004）年
の12.2％をピークに減少傾向を辿っ
ており、平成28年は対前年比0.5㌽（約
21万人）減少の7.7％（429万人）と
なった（図表１）。性別・年齢層別に
見ると、30歳代や40歳代の男性で高く、
それぞれ14.7％、15.2％となってい
る（総務省「労働力調査」）。
　また、業種別に見ると、１週間の就
業時間が60時間以上の雇用者の割合
は、「運輸業，郵便業」（18.1％）や「教
育，学習支援業」（11.1％）、「建設業」
（10.6％）等で高い。一方、「鉱業，
採石業，砂利採取業」（0.0％）や「医
療，福祉」（3.3％）、「複合サービス事
業」（3.3％）、「電気･ガス･熱供給･水
道業」（3.4％）等では低くなっている。
なお、平成28（2016）年の割合を平
成26年、平成27（2015）年と経年で
比較すると、多くの業種で減少してい
るが、「金融業，保険業」（平成28年
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で5.8％）で微増し、「教育，学習支援
業」（同11.1％）もほぼ横ばいで推移
している。

週35時間以上の雇用者でも 
60時間以上の割合が減少

　なお、１週間の就業時間が35時間
未満である雇用者の割合が、近年、上

昇傾向で推移している。そのため、こ
うした短時間労働者の増加により、全
体に占める長時間労働者の割合が低下
しているように見えている恐れもある。
　そこで、１週間の就業時間が35時
間以上の雇用者に限定して、就業時間
が60時間以上である割合も確認する
と、平成15年前後にその割合が高まっ

たものの、以降は減少傾向で推移して
いる（平成28年で11.2％）。
　これを規模別に見ると、平成25年
以降は規模が小さくなるに従い、その
割合が高くなっている（１～29人規
模の企業で12.2％に対し、500人以上
では10.1％等）。

年次有給休暇の取得率は48.7％

　次に、二つ目の数値目標である年次
有給休暇の状況を見ると、付与日数・
取得日数ともほぼ横ばいで推移してお
り、平成27年は付与日数が18.1日の
ところ取得日数は8.8日で、結果とし
て取得率は48.7％と算出された（厚
生労働省｢就労条件総合調査｣）。大綱
では、平成32年までに70％以上まで
引き上げることを目指しているが、平
成12（2000）年以降は５割を下回る
水準で推移している（図表２）。
　労働者１人当たりの平均年次有給休
暇取得率を規模別に見ると、平成22
年以降は規模が大きいほど、年次有給
休暇の取得率は高くなっている（平成
27年は30～99人で43.7％に対し、
1,000人以上で54.7％等）。また、業
種別では「電気・ガス・熱供給・水道
業」（71.3％）や「複合サービス事業」
（63.7％）、「鉱業，採石業，砂利採
取 業」（57.7 ％）、「情 報 通 信 業」
（55.5％）等の順に高い。一方で、「宿
泊業，飲食サービス業」（32.6％）や「卸
売業，小売業」（35.5％）、「建設業」
（38.2％）等では低くなっている。
　なお、年次有給休暇の計画的付与制
度がある企業の割合は、平成28年で
15.5％となっている。

メンタルヘルスケアに取り組む事業
所の割合は59.7％

　一方、仕事や職業生活に関すること
で、強い不安や悩み、ストレスを感じ

図表１　１週間の就業時間別の雇用者の割合

図表２　年次有給休暇の取得率等の推移
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（577）
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※ 括弧内の数字は雇用者数を表しており、単位は万人

（資料出所）総務省「労働力調査」（平成23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く）
（注）１．非農林業雇用者について作成したもの。
　　２．就業時間不詳の者がいるため、計100％とならない。

（引用）「過労死等防止対策白書の概要」より

（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成11年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）
（注）１．�「対象労働者」は「全常用労働者のうち、期間を定めずに雇われている労働者」から「パートタイム労働者」を 

除いた労働者である。
　　２．�「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
　　３．�各調査対象年（又は前会計年度）1年間の状況を示している。例えば、平成28年調査は、平成27年１月１日〜

12月31日（又は平成26会計年度）の１年間の状況を調査対象としている。
　　４．�平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」→平成19年以降の調査 

対象：「常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」。
　　５．�平成25年以前の調査対象：「常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」→平成26年以降の調査対象： 

「常用労働者が30人以上の民営企業（複合サービス事業を含む）」（※医療法人等の会社組織以外の法人を 
調査対象に加えた）。

（引用）「過労死等防止対策白書の概要」より
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ている労働者の割合は、平成27年で
も55.7％と依然、半数を超えている
（厚生労働省「労働安全衛生調査（実
態調査）」）。強い不安や悩み、ストレ
スの内容（複数回答）としては、「仕
事の質･量」（57.5％）が最も多くなっ
ている。これに「対人関係（セクハラ
･パワハラを含む）」（36.4％）や「仕
事の失敗、責任の発生等」（33.2％）、
「役割・地位の変化等（昇進、昇格、
配置転換等）」（23.9％）等が続く。
　こうしたなか、数値目標の三つ目に
掲げられた、メンタルヘルスケアに取
り組んでいる事業所の割合は、平成
27年で59.7％となった（図表３）。規
模別に見ると、50人以上の事業所で
80％を超える一方、10～29人の事業
所では52.9％、30～49人は64.0％等
となっている。
　メンタルヘルスケアに取り組んでい
る事業所の取り組み内容（複数回答）を
見ると、「事業所内での相談体制の整
備」（44.4％）が最も多い。次いで「労働
者への教育研修･情報提供」（42.0％）、
「管理監督者への教育研修･情報提供」
（38.6％）、「健康診断後の保健指導
におけるメンタルヘルス対策の実施」
（28.4％）、「労働者のストレスの状
況などについて調査票を用いて調査
（ストレスチェック）」（22.4％）、「メ
ンタルヘルス対策について、安全衛生
委員会等での調査審議」（22.2％）等
となっている。

第２章　過労死等の現状

脳・心臓疾患は請求件数、支給決定 
件数とも「運輸業,郵便業」が最多

　第２章では、過労死等の現状をまと
めている。仕事が主な原因で発症した

心筋梗塞等の「心疾患」や脳梗塞等の
「脳血管疾患」、また、仕事によるス
トレスが関係した精神障害は「業務上
疾病」として認められるが、その認定
基準は「平成13年12月12日付け基発
第1063号『脳血管疾患及び虚血性心
疾患等（負傷に起因するものを除く）
の認定基準について』」や「平成23年
12月26日付け基発1226第１号『心理
的負荷による精神障害の認定基準につ
いて』」等の通達で定められている。
　そうした基準で「業務上疾病」と認
定された過労死等の補償状況を見ると、
平成28年度における脳・心臓疾患の
労災請求件数は825件で、前年度比
30件の増加となった。これに対し、
支給決定（認定）件数は260件（うち
死亡は107件）で、前年度比９件の増
加となっている。
　業種別（大分類）に見ると、請求件
数は「運輸業，郵便業」212件（25.7％）、
「卸売業，小売業」106件（12.8％）、「製
造業」101件（12.2％）の順に多い。
これに対し、支給決定（認定）件数は
「運輸業，郵便業」97件（37.3％）、「製
造業」41件（15.8％）、「卸売業，小
売業」29件（11.2％）の順に多く、
前年度に続き、請求、支給決定件数と

も「運輸業,郵便業」が最多である。
　また、職種別（大分類）に見ると、
請求件数は「輸送・機械運転従事者」
187件（22.7％）、「販売従事者」97
件（11.8％）、「サービス職業従事者」
93件（11.3％）の順に多い。支給決
定（認定）件数は「輸送・機械運転従
事者」90件（34.6％）、「専門的・技
術的職業従事者」30件（11.5％）、「生
産工程従事者」27件（10.4％）の順
に多く、前年度に続き請求、支給決定
件数とも「輸送・機械運転従事者」が
最多である。

精神障害の労災請求件数は
1,586件に

　一方、業務における強い心理的負荷
による精神障害を発病したとする労災
請求件数は年々、増加傾向にあり、平
成28年度は前年度比71件増加の
1,586件となった（図表４上）。これ
に対し、支給決定（認定）件数は498
件（うち未遂を含む自殺84件）で、
前年度比26件の増加となっている（図

表４下）。
　業種別（大分類）に見ると、請求件
数は「医療，福祉」302件（19.0％）、「製
造業」279件（17.6％）、「卸売業，小

図表３　メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合
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（資料出所）�厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」（ただし、平成23年は厚生労働省「労働災害防止対策等重点 
調査」、平成24年は厚生労働省「労働者健康状況調査」）

（注）常用労働者10人以上を雇用する事業所を対象。
（引用）「過労死等防止対策白書の概要」より
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売業」220件（13.9％）等の順に多い。
支給決定（認定）件数は、「製造業」
91件（18.3％）、「医療，福祉」80件
（16.1％）、「卸売業，小売業」57件
（11.4％）等の順に多くなっている。
　職種別（大分類）に見ると、請求件
数は「専門的・技術的職業従事者」
361件（22.8％）、「事務従事者」307
件（19.4％）、「販売従事者」220件
（13.9％）、「サービス職業従事者」
198件（12.5％）等で多い。支給決定
（認定）件数は「専門的・技術的職業
従事者」115件（23.1％）、「事務従事
者」81件（16.3％）、「サービス職業
従事者」64件（12.9％）、「販売従事者」
63件（12.7％）等の順に多く、請求、
支給決定件数とも「専門的・技術的職
業従事者」が最多となった。

第３章　�過労死等をめぐる 
調査・分析結果

過労死等事案の分析結果も報告

　「過労死等の防止のための対策に関
する大綱」には、国が取り組む重点対
策として、過労死等事案の分析等も明
記されている。そこで、（独）労働者
健康安全機構の労働安全衛生総合研究
所に設置された「過労死等調査研究セ
ンター」では過労死等事案の収集・分
析を行っており、今回の白書は第３章
で、その分析状況も報告している。
　それによると、「過労死等調査研究
センター」では、全国の都道府県労働
局・労働基準監督署に保管されている、
労災認定された・されなかった脳・心
臓疾患や精神障害の、平成22（2010）

年１月～平成27年３月までの事案資
料を収集してデータベースを構築した。
これを基に、平成27年度は労災認定
された事案（以下「業務上事案」）の脳・
心臓疾患1,564件と精神障害2,000件
の分析を実施。また、平成28年度は、
これら業務上事案の雇用者100万人当
たりの発生率や、業種別等の詳細な分
析、さらに、労災認定されなかった事
案（以下「業務外事案」）の脳・心臓
疾患1,961件と精神障害2,174件の分
析を行ったという。

脳・心臓疾患の業務上事案数の
93.0％が「長期間の過重業務」

　結果として、脳・心臓疾患の業務上
事案数は「運輸業，郵便業」で最も多
く（464件）、以下、「卸売業，小売業」
で229件、「製造業」で192件等となっ
た。また、雇用者100万人当たりの事
案数は、「漁業」が38.4件、「運輸業，
郵便業」が28.3件で他業種に比べて
多くなっている。
　業務が原因で明らかに過重負荷とし
て認められた要因（以下「労災認定要
因」）を全業種で見ると、事案の93.0％
が「長期間の過重業務」で労災認定さ
れていた。これらの事案について、労
働時間以外の負荷要因を見ると、「拘
束時間の長い勤務」の割合が32.2％
と高い。以下、「交代勤務・深夜勤務」
が15.3％、「不規則な勤務」が13.9％
等と続く。
　業種別には、「拘束時間の長い勤務」
の割合が、「運輸業，郵便業」で57.7％
と高く、以下、「漁業」（50.0％）、「医
療，福祉」（35.7％）等の順。同じく、「交
代勤務・深夜勤務」の割合は、「運輸業，
郵便業」（26.2％）に「サービス業（他
に分類されないもの）」（22.2％）や「医
療，福祉」（21.4％）等が続く。「不
規則な勤務」についても、「運輸業，

図表４上　精神障害に係る請求件数の推移

図表４下　精神障害に係る支給決定件数の推移
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（資料出所）厚生労働省「過労死等の労災補償状況」
（注）１ 支給決定件数は、当該年度内に「業務上」と認定した件数で、当該年度以前に請求があったものを含む。
　　２ 支給決定件数（自殺（未遂を含む））は、支給決定件数の内数である。

（引用）「過労死等防止対策白書の概要」より
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郵便業」で31.1％と高く、以下、
「医療，福祉」（23.8％）、「漁業」
（20.0％）等となっている。
　なお、発症前各月の時間外労働
時間数を確認できた事案に限ると、
時間外労働時間数は「発症前１カ
月」が最も長い（99.6時間）。以下、
「発症前３カ月」で92.5時間、「発
症前６カ月」で86.3時間等と、
遡るほど短くなっている。
　また、脳・心臓疾患の業務外事
案数は、「建設業」で306件と最
も多く、以下、「運輸業，郵便業」
（296件）、「卸売業，小売業」（292
件）、「製造業」（267件）、「サービス
業（他に分類されないもの）」（229件）
等となった。なお、発症前各月の時間
外労働時間数を確認できた事案に限る
と、時間外労働時間数は、「発症前１
カ月」（29.1時間）～「発症前６カ月」
（30.2時間）と、遡るほどやや長くなっ
ている。

精神障害の業務上事案数は 
30代で最多

　一方、労災認定された精神障害の業
務上事案数は「製造業」で最も多く
（349件）、次いで「卸売業，小売業」
（290件）、「医療，福祉」（230件）、「運
輸業，郵便業」（214件）等となった。
雇用者100万人当たりの事案数で見る
と、「漁業」（16.4件）が最多で、こ
れに「情報通信業」（13.5件）、「運輸業，
郵便業」（13.0件）、「学術研究，専門・
技術サービス業」（11.8件）等が続く。
　発病時の年齢が確認された事案で見
ると、男女を問わず発病年齢は「30
～39歳」が最も多い。雇用者100万
人当たりの事案数でも、男性では「30
～39歳」、女性では「29歳以下」と「30
～39歳」で多くなっている。なお、
自殺の事案数は、男性では「40～49歳」、

女性では総数が少ないものの「29歳
以下」で多くなっている。
　出来事別の事案数を見ると、男女総
数では「仕事内容・仕事量の（大きな）
変化を生じさせる出来事があった」に
該当する事案が259件で最も多く、以
下、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又
は暴行を受けた」（210件）、「悲惨な
事故や災害の体験、目撃をした」（202
件）、「上司とのトラブルがあった」
（189件）、「（重度の）病気やケガを
した」（145件）等となった（図表５）。
また、「特別な出来事」に該当する「心
理的負荷が極度のもの」の事案は、男
女でほぼ同数だったが、「極度の長時
間労働」は男性の方が多くなっている。
　なお、自殺事案では、「仕事内容・
仕事量の（大きな）変化を生じさせる
出来事があった」（75件）、「特別な出
来事」に該当する「極度の長時間労働」
（42件）、「上司とのトラブルがあった」
（37件）等の順で多かった。
　一方、精神障害の業務外事案数も「製
造業」で最も多く（375件）、次いで「卸
売業，小売業」（358件）、「医療,福祉」
（358件）、「サービス業（他に分類さ
れないもの）」（225件）、「運輸業，郵
便業」（191件）等となった。発病時

年齢は、男性では「30～39歳」、女性
では「40～49歳」が最も多い。自殺
事案数は、男性は「29歳以下」と「40
～49歳」、女性では全体で32件と男性
より少ないものの、「29歳以下」で最
も多くなっている。
　業務上外の判断に用いられている
「業務上の出来事」別の事案数を見る
と、男女を問わず「上司とのトラブル
があった」に該当した事案が最も多く
918件となった。次いで、「仕事内容・
仕事量の（大きな）変化を生じさせる
出来事があった」（384件）、「（ひどい）
嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」
（333件）、「配置転換があった」（265
件）、「同僚とのトラブルがあった」
（225件）、「（重度の）病気やケガを
した」（194件）等と続く。自殺事案に
ついても、男女ともに「上司とのトラ
ブルがあった」が最多で92件となった。

自動車運転従事者等を特別に調査

　「過労死等の防止のための対策に関
する大綱」では、国が取り組む重点対
策として、（労働時間だけでなく生活
時間の状況等も含めた）労働・社会面
から見た過労死等の調査・分析を行う
ことも明記している。また、「過労死

図表５　主な出来事別の事案数（精神障害、業務上事案）
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（資料出所）�労働安全衛生総合研究所過労死等調査研究センター「平成27、28年度過労死等の実態解明と防止対策に関する 
総合的な労働安全衛生研究」

（注）発症前各月の時間外労働時間について、確認できた事案を集計し、平均して算出したもの。
（引用）「過労死等防止対策白書の概要」より
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等が多く発生しているとの指摘があ
る」ものとして、５業種・職種（自動
車運転従事者、教職員、IT産業、外
食産業、医療等）を列挙。平成28年
度はこれらのなかから、特に「自動車
運転従事者」と「外食産業」に着目し
て、労災認定事案の分析やアンケート
調査の分析等も行っている。

１カ月の拘束時間は平均206.6時間

　それによると、例えば「自動車運転
従事者」に係るアンケート調査の分析
は次のようになった。
　全国における運送業の企業4,000社
（回答760件）と、そこで働く自動車
運転従事者約４万人（回答4,678件）
を対象に実施したアンケート調査で、
正規雇用者の過去１年間における平均
的な１カ月の拘束時間数は、「タクシー
運転者」が平均220.0時間で最も長く、

次いで「トラック運転者」が平均
205.7時間、「バス運転者」が191.3時
間となった（全体計では206.6時間）
（労働者調査）。
　同様に、正規雇用者の過去１年間の
平均的な１カ月の労働時間数を見ると、
「タクシー運転者」が最長（平均189.9
時間）で、これに「トラック運転者」
（178.7時間）、「バス運転者」（141.8
時間）が続いている。
　こうしたなか、深夜勤務回数が最も
多かった月を尋ねると、いずれも「12
月」が最も高くなった。「タクシー運
転者」で「12月」と回答した割合は
75.7％で特に高く、バス運転者では
他の職種に比べて「８月」も15.2％
と高かった。
　また、休日出勤回数が最も多かった
月については、「タクシー運転者」と「ト
ラック運転者」で「12月」とした割

合がそれぞれ58.9％、38.6％と高かっ
た。「バス運転者」では「11月」が
21.1％で最も高く、次いで「10月」
が16.3％、「12月」が14.5％等となっ
た。

バスやタクシー運転者の所定外労働は
「人員が足りないため」が最多

　所定外労働（早出・居残り等の残業）
はなぜ、発生してしまうのか。その理
由（複数回答）を尋ねると、「バス運
転者」や「タクシー運転者」では「人
員が足りないため」がそれぞれ58.8％、
23.7％で最も高くなっている（図表

６）（労働者調査）。なお、「バス運転者」
では他の職種に比べ、「残業を前提に
仕事を割り当てられているため」
（21.6％）や「残業手当等を増やし、
収入を確保するため」（20.6％）、「欠
勤した他の従業員の埋め合わせが必要

なため」（22.7％）も総じて20％
以上と高い。また、「トラック運
転者」では「仕事の特性上、所定
外でないとできない仕事があるた
め」（26.9％）が最も高く、これ
に「予定外の仕事が突発的に発生
するため」（25.3％）や「取引先
の都合で手待ち時間が発生するた
め」（25.1％）等と続いた。
　業務関連のストレスや悩みの有
無を尋ねると、「ある（あった）」
割合は「バス運転者」で59.5％
と高く、次いで「タクシー運転者」
が48.6％、「トラック運転者」が
37.5％となった（労働者調査）。
　さらに、業務関連のストレスや
悩みが「ある（あった）」場合に、
その内容（業務関連）を尋ねると、
「バス運転者」では「長時間労働
の多さ」（48.0％）、「タクシー運
転者」では「売上・業績等」
（49.7％）、「トラック運転者」

図表６　自動車運転従事者に所定外労働（早出・居残り等の残業）が発生する理由 
【労働者調査】

（資料出所）厚生労働省「平成28年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業」（委託事業）
（注）１．�全体の調査数には職種（従事している仕事）が無回答の者を含むため、全体の調査数は各職種の調査数の合計と一致しない。
　　２．正規雇用者について集計（複数回答）。

（引用）「過労死等防止対策白書の概要」より
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では「仕事での精神的な緊張・ストレ
ス」（42.5％）がそれぞれ最も高かった。
次いで、「バス運転者」では「仕事で
の精神的な緊張・ストレス」（44.5％）
や「休日・休暇の少なさ」（39.3％）等、
「タクシー運転者」では「仕事での精
神的な緊張・ストレス」（35.1％）や「利
用客からの苦情等」（33.3％）等、また、
「トラック運転者」では「職場の人間
関係」（28.3％）や「長時間労働の多さ」
（23.1％）、「休日・休暇の少なさ」
（20.2％）等となっている。

人員不足や収益の悪化、発注者の
理解等が課題

　一方、企業調査で、過重労働の防止
に向けた取り組みへの課題（複数回答）
について尋ねると、「バス」では「人
員不足のため対策を取ることができな
い」が最多で１/４超（26.7％）が指
摘した。これに「利用者（乗客）の理
解・協力が不足している」（22.2％）
等が続く。また、「タクシー」では「売
上や収益が悪化するおそれがある」が
最多で１/３超（35.5％）が指摘した。
次いで、「人員不足のため対策を取る
ことができない」（28.2％）等が挙げ
られている。さらに「トラック」では、
「荷主・発注者の理解が不足している」
が半数を超え（54.1％）、次いで「売
上や収益が悪化するおそれがある」が
38.0％、「人員不足のため対策を取る
ことができない」が27.2％等となった。
　なお、「トラック」の企業に対しては、
取引慣行として荷主から要請される事
項や荷主の都合で発生する事項（複数
回答）も尋ねると、「荷主の都合で出
入荷で手待ち時間が発生する」
（55.6％）が最も高く、これに「無
理な到着時間を要請される」（14.8％）、
「契約外の荷役作業を要請される」
（14.1％）、「契約外の検品・商品の

仕分け等の附随作業を要請される」
（11.7％）等が続いた。
　こうした結果を受け、白書では「過
労死等の防止のためには、自動車運転
者を適正に配置することが基本的には
必要であるが、適正配置に当たっては、
繁忙期である12月の休日労働や深夜
勤務の削減を行う等の対応や繁忙期に
おける健康管理等の取り組みが求めら
れるとともに、法律に基づく健康診断
の確実な実施が求められる」等と指摘
している。
　また、「長時間労働以外の業務関連
のストレス要因に対応するためには、
それぞれの事業場におけるストレス要
因を把握し、対応することが必要であ
り、職種ごとの特徴を踏まえた対応が
効果的と考えられるが、そのためには、
ストレスチェックを行い、自動車運転
者本人にストレス状況の気付きを促す
とともに、事業者は集団分析を活用す
ることにより自動車運転従事者の職場
環境改善に繋げていく取り組みが必要
である」とし、さらに「セルフケアやラ
インによるケアに結びつける等のメン
タルヘルス対策を積極的に活用するこ
とも有効と考えられる」等と提起した。
　なお、「トラック運転者の時間外労
働削減のためには、引き続き、トラッ
ク運送事業者、荷主、行政が一体とな
り、取引環境の改善を図るための取り
組みを進めていく必要がある」等とし
ている。

法人役員・自営業者の調査結果

　白書ではまた、過労死等の全体像を
明らかにするため、法人役員や自営業
者にも着目してアンケート調査を行っ
ている。最後に、第３章の自営業者に
係る分析部分に簡単に触れたい。
　それによると、全国の自営業者5,000
人（回答1,296人）を対象にした調査で、

自営業者の過去１年間における平均的
な１週間当たりの実労働時間（通常期）
数を尋ねると36.7時間となった。また、
最も実労働時間が長かった１週間当た
りの実労働時間（繁忙期）数は48.1
時間となっている。
　自営業者については法定労働時間が
定められていないが、労働基準法第
32条第１項で定められた労働者の１
週間当たりの法定労働時間（40時間）
を超える部分の労働時間を４倍したも
のを「１カ月当たりの時間外労働時間
見合いの時間」として推計すると、通
常期で概ね80時間以上に相当する者
の割合が13.6％、繁忙期では22.7％
になるという。
　労働時間については「特に把握して
いない（されていない）」者の割合が、
自営業者では４分の３近く（73.4％）
にのぼった。白書では、「自営業者も、
健康に働き続けるには、一般の労働者
と同様に、日頃から労働時間を適正に
把握し、長時間労働を抑制していくこ
とが課題である」等と提起している。
　こうしたなか、過労死等防止対策推
進法の認知度を尋ねると、「聞いたこ
とがあり、内容もだいたい理解してい
る」と回答した自営業者は19.2％（「聞
いたことはなかった、知らなかった」
は19.7％）となった。また、過労死
等の防止のための対策に関する大綱を
「聞いたことがあり、内容もだいたい
理解している」割合は11.9％（「聞い
たことはなかった、知らなかった」は
30.9％）だった。白書では「労働者
はもとより、事業を営む立場である法
人役員、自営業者の過労死等防止の意
識を高めるため、さらなる周知啓発が
必要」等としている。
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全国47都道府県で
初めて開催

―― �過労死等防止対策 
推進シンポジウム

　過労死等防止対策推進法では、国民
に広く過労死等を防止する重要性につ
いての自覚を促し、理解を深めるため、
11月を「過労死等防止啓発月間」と
定めている。これに伴い、厚生労働省
では、同法が制定された平成26
（2014）年より、「過労死等防止対策
推進シンポジウム」を開催。３年目と
なる本年は、｢初めて全国47都道府県
での開催が実現した」（加藤勝信・厚
生労働相）。８日に開かれた東京（中央）
会場では、同省が過労死等防止対策白
書を基に現状を説明したほか、専門家
の講演や企業の取組事例が報告された。

非指示的なコミュニケーションを

　シンポジウムでは、「パワーハラス
メントを防止するために」と題して、
株式会社クオレ・シー・キューブの岡
田康子・代表取締役会長（「職場のパ
ワーハラスメント防止対策についての
検討会」委員）が講演した。
　それによると、精神障害の労災請求
件数は、平成13（2001）年度の265
件から平成28（2016）年度は1,586
件まで大幅に増加しており、支給決定
件数（同498件）を具体的な出来事別
に見ると「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、
または暴行を受けた」（74件）が最も
多い。また、全国の労働基準監督署等
に設置された「総合労働相談コーナー」
に寄せられる相談件数（平成28年度
は前年度比9.3％増加の113万741件）
でも、相談内容は「いじめ・嫌がらせ」
が７万917件と５年連続で最多となっ
ている。

　職場のパワーハラスメントは、「同
じ職場で働く者に対して、職務上の地
位や人間関係など、職場内の優位性を
背景に、業務の適正な範囲を超えて、
精神的・身体的苦痛を与える又は職場
環境を悪化させる行為」を指すとされ
ている（「職場のいじめ・嫌がらせ問
題に関する円卓会議ワーキング・グ
ループ報告」（2012年１月））。その防
止に向けては「経営トップの理解と宣
言」や「ハラスメント相談窓口の設置
（マニュアルの整備、問題解決の仕組
みの構築、担当者の選定と教育）」が
必要で、なかでも「管理者向け人財マ
ネジメント相談窓口の設置」や「一般
社員、非正規社員も含めた定期的な教
育」等が求められるという。
　そうした取り組みは組み合わせて行
うことが重要で、「トップの宣言」や「各
種研修」「周知活動」の各単独では、「職
場の生産性」や「体調不良等で休む人
の人数」「上司・部下とのコミュニケー
ション」のいずれも、「改善された」
割合は数％～10％台にとどまるのに
対し、それらを全て実施した場合には
それぞれ22.3％、19.4％、27.5％の
企業が「改善された」と回答している。
岡田氏は、「叱ることは様々なコミュ
ニケーション手段があるうちの一つに
過ぎない。自律的に考えて動ける人財
を育てるには、非指示的な方法を多く
用いるようにしていく必要があるので
はないか」などと啓発した。

健康管理指数等で管理職を評価

　株式会社野村総合研究所（情報サー
ビス業、単体約6,000人）における働
き方改革の取り組み等も紹介された。
　ITソリューション事業（売上の８
割）等を展開する同社では、社員が心
身ともに健康で高いパフォーマンスを
発揮できるよう、長時間労働の発生原

因となる突発的な「システム障害の撲
滅」や「システム開発時の無駄な手戻
りの防止」等の本業改革に取り組むと
ともに、2002年より労務状況の実態
を数値化する「健康管理指数」を策定。
組織別に「見える化」することで、月
間平均の総労働時間を2013年度比で
約12時間、削減できたという。
　「健康管理指数」は、①月間の長時
間勤務者比率、②専門職の月間平均超
過勤務時間、③３カ月連続で基準を超
えた長時間勤務者比率、④深夜勤務者
（月間４日以上）比率、⑤休日の取得
状況（振休未取得者）を基にポイント
として算出し、継続的にモニタリング。
管理基準を守れなかった場合には、部
長・ＧＭ／課長のペナルティとして評
価に反映している。同様に反映される
管理基準には、「長時間勤務者への医師
面接指導への対応」や「月間70時間超
の長時間勤務への撲滅」等もある。「正
確かつ迅速な業務時間の入力（申告）」
を行わなかった場合は、本人にもペナ
ルティがおよぶ仕組みになっている。
　また、同社では2006年度より部室
単位で、「インターバル規制の導入」（業
務終了以降11時間は出社・業務開始
を禁止）や「個人ワーク時間の創出」
（定例会議は８～15時までに開催）
等にも取り組んでいる。さらに、
2015年からは「健康経営」を掲げ、「生
活習慣病の削減」や「ストレスレスな
職場づくり」「喫煙率の低減（受動喫
煙防止）」等にも注力している。
　このほか、シンポジウムでは過労死
等防止対策推進全国センターから、共
同代表の川人博・弁護士が、具体的な
事例の教訓を踏まえた過労死防止対策
強化の必要性等を訴えた。また、「過
労死を考える家族の会」からも、体験
談が語られた。
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　従業員50人以上の事業所に対し、

従業員がどの程度ストレスを抱えてい

るかを確認する「ストレスチェック制

度」が2015年12月から義務付けられた。

厚生労働省が2017年６月末時点で実

施状況を調べたところ、同制度の実施

義務対象事業場のうち、ストレス

チェックを実施した事業場は82.9％で、

ストレスチェックを受けた労働者の割

合は78.0％だった。ストレスチェック

を実施した事業場のうち、職場の改善

に向けて取り組む集団分析については、

78.3％の事業場で実施されている。中

央労働災害防止協会が開いた、全国産

業安全衛生大会（兵庫県神戸市、11

月８～10日）のメンタルヘルス／健

康づくり分科会では、複数の企業が同

制度の取り組み状況などについて事例

報告した。

ストレスチェック後の 
カウンセリングを強化

住友電装（株）津製作所

　自動車用・各種機器用ワイヤーハー
ネスや自動車関連製品の研究開発、製
造・販売を行う住友電装株式会社の津
製作所（三重県津市、従業員約960人）
は、2012年４月に旧SDEL社と合併
した。それに伴い、一部職場の閉鎖や
余剰人員の他部署への異動等の職場環
境の変化でメンタルヘルス不調者が急
増。2013年度より産業保健スタッフ
を常勤で雇用することとし、産業医面
談や社外カウンセラーの回数を増やす
など、メンタルヘルス不調による休業
者の復職・復帰後のフォロー体制を整
えてきた。

　また、気がかりな社員がいる職場の
ストレスチェックを義務化以前の
2012年度から実施。その結果を活用
して2013年度以降、産業保健スタッ
フによる個別面談や、産業保健スタッ
フと人事勤労担当が協働して職場への
ヒアリングを行ってきた。これにより、
目に見えないストレスを見える化する
とともに、職場の管理監督者に具体的
な数値としてフィードバックすること
が可能になった。だが、自らの職場の
数値が高いことのリスクを理解して自
主的な職場改善活動につなげることま
でには至っていなかったため、高スト
レス職場と同じ業務を行っている、ス
トレスがそれほど高くない職場につい
てもヒアリングを実施して、好事例の
水平展開を図ることにした。

各段階での連携強化に取り組む

　一方、同社では2013年度にメンタ
ルヘルス対策の３カ年計画を策定した
うえで、①ラインケア②セルフケア③
スタッフ間④組織力――の４点の連携
強化に取り組んだ。
　ま ず、 ラ イ ン ケ ア に つ い て は、
2013年度は産業保健スタッフが各事
業部の部長と面談を行い、職場の困り
ごとやメンタルヘルス不調に関する情
報共有を図った。併せて、主任・班長・
リーダー層への計画的な研修もスター
トさせている。さらに2016年度からは、
産業保健スタッフとカウンセラーの協
働で昇格者への個別面談も実施。スト
レスチェックの３年間の推移と集団分
析結果を全ての職場にフィードバック
してきている。

　セルフケアでは2013年度以降、高
ストレス者に対する面談後、継続フォ
ローの必要な者へカウンセリンングを
結び付けて認知の歪みや考え方の癖を
深掘りし、職場での適切な対処方法を
学べる機会を提供。リーダー層に対し
ても、ラインケアで実施しているカウ
ンセリング体験を導入することで、班
長を支えるリーダーへのセルフケアに
なるような面談機会としている。
　スタッフ間の連携では、2015年度
から安全環境・人事勤労の両部署との
定期的な「勤労情報共有会議」を月１
回開き、相互に漏れのないフォローが
できる仕組みづくりを整備。衛生の組
織力強化策についても、2015年度よ
り各部門の衛生管理者による衛生管理
者会議を開催するとともに、第一種衛
生管理者の養成に努めており、２年間
で20人の資格者を養成した。2016年
度からはメンタルヘルス検定も導入し
て一種二種合わせて34人が合格。今
後も年１回の社内検定を行っていく考
えだ。こうした取り組みを通じて、同
社では2013～15年度にかけて、高い
ストレス者・職場が減少傾向にあり、
メンタルヘルス不調に伴う休業者も減
少傾向にあるという。

◇　　　　◇　　　　◇
　連合総研が10月31日に発表した「第
34回勤労者の仕事と暮らしに関する
アンケート」（首都圏および関西圏に
居住し、民間企業に雇用されている者
2,000人の回答を集計）調査結果によ
ると、職場のメンタルヘルスケアのう
ち、ストレスチェック以外の項目が実
施されている割合は押し並べて低いも
のの、「産業医や産業カウンセラーと
の面談」は３人に１人、「上司等によ
る職場環境の把握・改善」は４人に１
人が「実施されている（「十分に行わ
れている」「多少は行われている」「あ

レポート
働く現場でのストレスチェック活用事例

――全国産業安全衛生大会の報告
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まり行われていない」の合計）と回答
している。
　次に紹介するカルソニックカンセイ
吉見工場は、人事や職場の部署長が看
護職らと協働して組織改善に尽力。遠
隔地の状況についても上司がきめ細か
く対応して職場環境を整えて、ストレ
スレベルを大きく改善させた。

組織分析結果を受けて 
改善活動を展開
カルソニックカンセイ（株）吉見工場

　自動車のダッシュボードなどの内装
製品を製造するカルソニックカンセイ
株式会社吉見工場（埼玉県比企郡、従
業員約1,200人）は、「従業員の安全
と健康の確保は全てに優先する」との
基本理念のもとで、メンタルヘルス活
動に注力している。ストレスチェック
テストは、外部機関に委託して2008
年度からスタート。テストを導入した
当初から組織分析も重要と捉えて実施
し、その結果を各所属部署長に伝えて
きた。
　ただし初めのうちは、社員の同テス
トへの意識は低く受検率も高まらない
状況。分析結果についての関心も薄く、
結果に対して「良かった」「悪かった」
で終わってしまっていた。「『高ストレ
スは本人の問題』『ストレス耐性が弱
すぎる』『業務多忙時に実施したので、
仕事に対するストレスが高いのは当
然』などと、総合ストレスレベルの結
果が高いことに関しては『仕方のない
こと』と考える管理職も少なくなかっ
た」という。
　そこで同工場では2013年度から組
織分析結果の有効活用を図るべく、
コーチングの専門家とともに総合スト
レスレベルが高く、組織内に問題を抱
えているチームに対する組織改善活動
を行うことにした。具体的には、「トッ

プダウンで改善していく風土をつくる
必要がある」として2015年度からは
役員レベルにも組織分析結果を報告。
改善活動もコーチングの専門家だけに
任せるのではなく、組織分析結果から
コーチングが必要とされる部署長・人
事・看護職が一つになって取り組むこ
とにした。

遠隔地の従業員への対応も

　また、遠隔地にいる従業員への対応
も行った。同工場の所属本体は埼玉県
だが、実務部隊の一部（６人）が大分
県にいて、2015年度のストレスチェッ
クテスト組織分析の結果、そこがコー
チングの支援対象になった。しかし、
当時は「何が問題で総合ストレスレベ
ルが高いのか全く分からない状況だっ
た」ことから、まずは問題の洗い出し
を徹底的に実施する。その結果、遠隔
地でのコミュニケーションの困難さや
風土の差異等について対処してこな
かった事実が浮き彫りになった。
　「ストレスチェック実施時の前任部
長は、『離れているのでコミュニケー
ションを取ることは難しい』『関東と
九州では風土に違いがあるためストレ
スレベルが高いことは仕方ない』など
と結果に対して後ろ向きに考え、具体
的な改善策を講じることはなかった。
また、前任部長が九州に出張した際も、
メンバー一人ひとりに業務上での困り
ごと、私的な悩みごとなどに耳を傾け
ることもなく、業務指示のみを出して
いたこともわかった」
　こうした現状を重く捉えた現部長は、
職務分析の結果を受けてすぐに改善に
向けて行動する。
　「部長自らが九州に行き、一人ひと
りに時間をかけて本音を聞き出した。
当初、九州のメンバーは『部長が変わっ
ても現状は何も変わらない』と思って

いて、現部長とも心の距離があった。
それでも毎月、出張して個別面談を重
ね、積極的に声かけを続けて行った」
　すると、「どうせ話しても九州は見
放されている」「提案しても改善して
くれない」「九州での人手不足を理解
してくれない」などと次第にメンバー
から本音が聞かれるようになり、そこ
から具体的な改善策を考え、取り組み
を開始した。
　まず初めに人手不足の解消に着手し
た。すると、人手が増えることで仕事
に対する余裕が生まれて意識も変わり、
仕事に対して前向きな意見が出てくる
ようになった。
　次に、関東と九州の心の距離を縮め
ようと、部長の出張時に関東の若手メ
ンバーを同行させ、実務者同士が
フェース・トゥ・フェースでコミュニ
ケーションを取れるようにした。その
際、飲食の機会も設けて心の距離を縮
めることに腐心した。今では日常会話
で冗談を言い合える関係になり、現場
でも信頼関係が生まれて業務の進捗状
況が改善した。
　2016年度ストレスチェックテスト
の組織分析ではこうした取り組みが奏
功して、九州部隊の総合ストレスレベ
ルが大幅に改善。2015年度には全体
で500チームあるなかの下位７番目
だったが、16年度には上位50チーム
に入るほど良好な状態になったという。
　見てきたようなコミュニケーション
による仲間意識の醸成や困りごとを汲
み取って改善するような体制づくりを、
現場の所属長・上司・メンバーを巻き
込んで進めてきた結果、同社全体の休
業者数もストレスチェック開始時より
大きく減り、今では休業者一人当たり
の休職日数も半減するほどになってい
る。今後は、「改善した状態を維持す
るための方策の検討や、高ストレスに
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つながる恐れのある組織の抽出、早期
対応のためにリーダークラスのさらな
るマネジメント力の強化が必要」とし
ている。

◇　　　　◇　　　　◇
　吉 見 工 場 の ケ ー スは、ストレ ス
チェックの分析結果を参考に、他の取
り組みもあわせて行うことで効果を上
げたものといえよう。一方、連合が７
月18日に公表した「第9回労働安全衛
生に関する調査」（3,286組織の回答を
集約）の結果速報を見ると、ストレス
チェック後の問題については、トップ
の「面談が必要な労働者を把握できな
い」に次いで、「結果の活用方法がわ
からない」や「結果を職場改善につな
げるのは困難」を挙げる声が多かった。
　小田急電鉄秦野電気システム管理所
では、ストレスチェックテストの結果
を活用して職場の弱みを分析して、そ
の改善を目指している。

システムを活用した
快適職場づくり
小田急電鉄（株）秦野電気システム管理所

　副都心新宿を起点に、箱根の玄関口
である小田原を結ぶ「小田原線」、相
模大野から湘南・片瀬江ノ島に至る「江
ノ島線」、新百合ヶ丘から多摩ニュー
タウンの唐木田に至る「多摩線」の３
路線全70駅（120.5㎞）で日々約203
万人の乗客が利用する小田急電鉄株式
会社。そのうち神奈川県座間市（座間
駅）から小田原市（小田原駅）までの
16駅（45.5㎞）の変電所、各電線路、
駅電源設備、信号設備、踏切設備、通
信設備等の電気設備の保全業務を担当
している同電鉄の秦野電気システム管
理所（神奈川県秦野市、65人）では、
2015年度から「従業員各々が日々の
ストレス状況を把握し、セルフケアに
努めてもらおう」と、外部機関のスト

レスチェックシステムを導入・活用し
ている。
　秦野電気システム管理所が利用して
いるシステムの特徴は、個人結果を自
動集計することで職場ごとに「強み」
「弱み」を分析できること。同管理所
では他職場との比較を行うために、電
気保全の仕事に携わる五つの現業職場
の協力を得て、2016年５月～2017年
５月に４回のストレスチェックを実施。
「強み」と「弱み」を把握するととも
に、結果を踏まえた対策を講じて変化
を確認した。

問題点を踏まえた 
３本柱の改善策を実施

　それによると、初回の集計結果では、
「職場の強み要素」は「仕事のコント
ロール」「成長の機会」「上司のサポー
ト」「尊重報酬」「安定報酬」「上司の
公平な態度」等。｢弱み要素｣は、｢職
場での対人関係｣「役割葛藤」「ワーク・
セルフ・バランス（ネガティブ）」「仕
事の適性」等だった。ちなみに、五つ
の協力職場も大きな差異はなく、特に
｢職場での対人関係｣「役割葛藤」「ワー
ク・セルフ・バランス（ネガティブ）」
は共通課題となっていた。
　この結果を踏まえ、同管理所では
2016年８月、職場内でアンケートを
実施して、所員が感じる「強み」「弱み」
の順位や原因を具体的に把握するため
の意見集約を行った。その結果、「強み」
としては、①上司のサポート（適切な
アドバイスをもらっている）②尊重報
酬（良い雰囲気づくりをしながら目標
達成に向けて道筋を示している）③上
司の公平な態度（人の連携を大切にし
ながら、部下に対して相手と真剣に向
かい合っている）――が上位。一方、「弱
み」は、①職場の対人関係（グループ
間での会話が少ない）②役割葛藤（業

務の担当や役職の違いにより相手に
よって態度や指示の内容を変える）③
ワーク・セルフ・バランス（ネガティ
ブ）（休日も仕事のことを考えてしま
う）――が上位となった。
　ストレスチェックの結果に基づき、
同管理所では①職場の対人関係②役割
葛藤③ワーク・セルフ・バランス（ネ
ガティブ）の３項目の改善を目指すこ
ととし、①所員が全員参加で実行でき
効果が期待できる「挨拶運動」②活発
的な他グループ体験教育③週に１日は
リフレッシュデー――を対策の三本柱
に据えて活動を進めることにした。具
体的には、①の「挨拶運動」は会話を
するためのきっかけとして、挨拶を実
践することで職場のコミュニケーショ
ン向上につながり、相手の気持ちや性
格もわかることから設定。②の「活発
的な他グループ体験教育」は日頃、一
緒に仕事をすることが少ない所内の他
グループの業務を体験しながら、コ
ミュニケーションを高めていくことで、
お互いの理解が深まり、グループ間の
隔たりや人によって態度を変えたりす
ることが少なくなると考え、各グルー
プで半月ごとの体験教育を計画した。
③の「週に１日はリフレッシュデー」
は、週の半ばに当たる木曜日をリフ
レッシュデーに設定して、勤務時間終
了後に帰宅して「仕事のことは忘れる」
ことを目標に運動を進めた。
　こうした取り組みを行っている間に
行った４回のストレスチェックを見る
と、「職場での対人関係」と「役割葛藤」
は４回ともほぼ横ばい。「職場の対人関
係」は、挨拶運動を継続したが、マン
ネリ化などの理由で数値的な変化は見
られず、「役割葛藤」については、職場
だけでなく他部所や協力会社との打ち
合わせ、連絡、工程等のなかからそれ
ぞれの考え方、やり方、進め方等の違
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　介護報酬、診療報酬がともに改定さ
れる2018年度を目前に、介護、医療
分野の雇用・労働問題についての調査
結果が相次いで出ている。ここでは、
定期的に実施されている、財団法人介
護労働安定センターの「介護労働実態
調査」、NCCU(日本介護クラフトユ
ニオン)の「就業意識実態調査」、日本
医労連の「看護労働実態調査」のそれ
ぞれの最新結果を紹介する。
　介護報酬改定は、基本的に３年に１
度、診療報酬改定は２年に１度それぞ
れ実施されており、2018年度は、こ
の２者が同時に改定される年
にあたる。介護報酬、診療報
酬とも職員の処遇に影響する
ため、改定をめぐる議論を見
る際には、これらの調査結果
も参考になりそうだ。

介護労働実態調査
――介護労働安定センター

採用率と離職率の差、さらに
縮まる

　介護分野で働く労働者や事
業者への支援事業を実施して
いる（財）介護労働安定セン
ターは、2016年度の「介護労

働実態調査」を８月４日に公表した。
調査は、事業所と介護労働者を対象に
毎年実施。今回調査では2016年10月
現在の状況を聞いている。
　事業所調査は全国の介護保険サービ
ス事業を実施する事業所１万7,641カ
所を対象とし、8,993事業所(51.0％)
から回答があった。介護労働者調査で
は、調査対象事業所１カ所あたり３人
を上限として抽出した５万2,923人の
うち、２万1,661人(40.9％)の回答を
集計している。
　事業所調査から介護労働者の離職率

を見ると、訪問介護員・介護職員を合
わせた２職種計では16.7％(前年より
0.2ポイント増)、採用率は19.4％(前
年より0.9ポイント減)となった。
　職種別では、訪問介護員の離職率が
15.4％、介護職員は17.2％で、介護
職員の離職率が高い。採用率は、訪問
介護員が16.8％、介護職員で20.4％
となり、訪問介護員の採用率が低い。
雇用形態別では、離職率が正規職員は
15.1％、非正規職員が18.5％。採用
率は、正規職員で17.0％、非正規職
員で22.0％となっている。
　採用率と離職率(２職種計)の近年の
推移の特徴は、採用率が低下傾向にあ
るのに対し、離職率の変化が少なく、
採用率が離職率に近くなっている点に
ある(図)。採用率は2010年まで概ね
25％を上回る水準にあったが、2014
年には20％台まで低下、これに対し
離職率は2009年以降17％前後で推移
しており、その差は年々縮まっている。

従業員の不足感も上昇

　従業員に不足感(「大いに不足」＋「不
足」＋「やや不足」の計)を感じる事
業所は62.6％に達した(他に「適当」

いで矛盾が生じて低い数値になった。
　一方、「ワーク・セルフ・バランス（ネ
ガティブ）」については、数値の変動
がありつつも最後は改善が把握できた。
この点については、「職場内の『リフ
レッシュデー』が浸透した結果、木曜
日だけでなく、休日にも趣味や運動、
旅行などで仕事を忘れて楽しむことが
できる人が増えたことがよい結果につ

ながった」と分析。全体の傾向として
も、「３本柱となる『挨拶運動』をは
じめとする毎日の活動を進めた結果、
数値の大幅な改善は図れなかったもの
の、活動の意義づけ等、目に見える活
動を活発に行えたことで、所員の日々
の気持ちが高揚して『快適職場づくり』
につながった」と捉えている。

介護・医療分野の調査結果が相次いで公表

（注）採用率、離職率の算出方法は以下の通り(2016年度の場合)
　　　採用率＝2016年度の採用者数 ÷前年9月30日の在籍者数×100
　　　離職率＝2016年度の離職者数 ÷前年9月30日の在籍者数×100

「介護労働実態調査」より
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37.0％、「過剰」0.3％)。前年度調査
の不足感(61.3％)を上回っている。
　従業員が不足している理由(複数回
答)は、「採用が困難である」が73.1％
(前年度70.8％)と飛びぬけて高い。他
には、「事業を拡大したいが人材が確
保できない」19.8％(前年度20.3％)、
「離 職 率 が 高 い」15.3 ％(前 年 度
15.8％)など。
　不足の主な理由となった「採用が困
難である」理由を聞くと、「賃金が低い」
の57.3％(前年度57.4％)が最も多く、
次に「仕事がきつい（身体的・精神的）」
が49.6％(前年度48.3％)で半数に近
くなっている。その他の理由としては、
「社会的評価が低い」41.1％(前年度
40.8％)、「休みが取りにくい」23.5％
(前 年 度23.0 ％)、「雇 用 が 不 安 定」
16.2％(前年度16.4％)などが挙がっ
ている。
　事業所調査における賃金水準は、労
働者(訪問介護員、介護職員以外の看
護職員、介護支援専門員などを含み事
務所管理者を除く、月給を得ている人)
の所定内賃金平均額が22万4,848円
(前年度21万7,753円)で、前年からや
や上昇した。事務所管理者(施設長)は
36万753円(前年度35万13円) だった。

介護労働者は人手不足、低賃金を
問題視

　介護労働者が答えた「労働条件等の
悩み、不安、不満等」（複数回答）の
最上位は「人手が足りない」53.2％(前
年度50.9％)。次の「仕事の内容のわ
り に 賃 金 が 低 い」41.5 ％(前 年 度
42.3％)とともに、人員確保と賃金に
関する項目となっており、事業所調査
における事業所の意識と共通した結果
だった。３割台には「有給休暇が取り
にくい」34.9％(前年度34.6％)、２割
台には「身体的負担が大きい（腰痛や

体力に不安がある）」29.9％(前年度
30.4％)、「業務に対する社会的評価が
低い」27.5％(前年度29.4％)、「精神
的にきつい」28.1％(前年度27.9％)、
「休憩が取りにくい」25.7％(前年度
26.4％)などが出ている。

就業意識実態調査
――NCCU

働くうえで不満を感じる主な理由に 
賃金の低さ

　訪問介護ヘルパーや施設介護員など、
介護業界で働く労働者を組織する、Ｕ
Ａゼンセン傘下の「日本介護クラフト
ユニオン」（NCCU、久保芳信会長、
組合員約７万2,000人)は、９月19日、
2017年度「就業意識実態調査」結果
を公表した。調査は毎年実施しており、
調査時期は17年３～４月。4,277人に
配布し、2,856人の回答を集計してい
る(月給制1,854人、時給制1,002人)。
　回答者の年齢構成を見ると、月給制
組合員では過去５年で20歳代が減少
(22.6%→13.5%)、50歳 代 が 増 加
(19.0%→27.7%)と際立って変化して
おり、若い世代の担い手が減少する傾
向にある。
　現在の仕事について、年次有給休暇
の取得について聞くと、月給制組合員
では「いつでも取得できる」（16.2%）
と「ある程度取得できる」（40.6%）
を合わせて56.8%、「なかなか取得で
きない」（28.2%）と「全く取得でき
ない」（10.6%）を合わせて38.8%と
なり、取得できない層が４割近くいた。
これと比べ、時給制組合員では取得で
きる層が71.4%、取得できない層が
16.8％だった。
　取得できない層に対してその理由
（二つ以内選択）を聞くと、月給制組
合員の回答は「人手不足」（59.5%）
と「仕事量が多い」（41.9%）が多かっ

た。「人手不足」は時給制組合員も
55.4%が挙げている。
　「働くうえでの不安」は、月給制組
合員の73.9%が「ある」、時給制組合
員でも58.3%が「ある」と回答。「ある」
人の「不安を感じる理由」(三つ以内を
選択)としては、「自分の将来のことが
不安である」が最も多かった(月給で
54.7%、時給制でも38.5%)。
　また、「働くうえでの不満」も、月
給制組合員で「ある」が79.7%、時給
制組合員で60.0%にのぼった。不満が
ある人の挙げた理由(三つ以内を選択)
のうち、最も多いのは「賃金が安い」
で月給制の56.3%、時給制の50.1%
だった。NCCUの染川事務局長はこ
の結果について「介護人材の確保には
処遇改善が極めて有効だ」とコメント
している。

目指したいキャリア像は「介護
支援専門員」

　今回調査で新しく設けた、「現在目
指したい職種」の有無について、「ある」
と答えたのは月給制組合員で33.2%、
時給制組合員で23.1%だった。「ない」
の割合が多く、特に管理者(事業所運
営に関わっている人)について見ると
「ない」が77.2%に達する(「ある」は
21.1%)。
　「ある」と答えた人の具体的な職種
名は「介護支援専門員」（通称ケアマ
ネジャー）で、月給制の55.0%、時給
制の49.4%。２位の「生活相談員」(月
給制10.1%、時給制10.0%)を大きく
引き離す。
　NCCUは今回の調査結果を含め、
これまでに把握した組合員の処遇・意
識などの実態を踏まえて、８月28日
に「介護報酬改定に係る要請書 －介
護人材確保のために－」を厚生労働大
臣に提出した。ここでは、介護報酬の
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引き上げとともに、現行の「介護職員
処遇改善加算」の見直し・拡充を求め
た。

介護職員とストレス

　NCCUは、2017年度「就業意識実
態調査」結果公表と同時に、「職業性
ストレス簡易調査アンケート」の結果
報告を行った。ここではその結果も併
せて紹介する。同調査は、2015年12
月施行のストレスチェック制度に関す
る取り組みの一環で、17年６月に実施。
月給制2,344人、時給制741人の組合
員の回答を集計している。
　設問のうち、ストレスが高いことが
うかがえるのは、「仕事の負担度」で、
月給制回答者の76.5%が「負担が大き
い」としている(時給制では59.0%)。
このうち、回答数は少ないものの、入
浴オペレーターに限ると100%が「負
担が大きい」と答えた。
　また、管理者層に負担がかかってい
る傾向もうかがえる。「心理的ストレ
ス反応」が高いか低いかでは、全体の
36.2%が「反応高」だったのに対し、
管理者に限ると、訪問系で41.2%、入
所系で47.4%、通所系で48.4%。他に
４ 割 台 は 入 浴 オ ペ レ ー タ ー の み
(45.7%)だ。職場の支援(上司・同僚
との会話、相談など)についても、訪
問系管理者で42.7%、入所系で55.7%、
通所系で49.4%が「支援があまりない」
と答えており(全体では支援があまり
ない」は39.1%)、特に入所系、通所
系の管理者では約半数が支援を感じら
れていない。

看護労働実態調査
――日本医労連

月当たりの夜勤回数に改善みられず

　日本医労連(森田しのぶ委員長、約

17万6,900人)は ９ 月20日、「看 護 労
働実態調査」(速報)結果を公表した。
調査は４～５年の間隔で実施(前回調
査は2013年)。約６万票を配布し、３
万3,402人分の回答を集計している。
　３交替勤務の看護職員の月当たり夜
勤回数は、「９回」が20.2%で、これ
と10回以上を合計すると36.7%に達
する。看護師確保法(看護師等人材確
保に関する法律)では２人以上の体制
で月８回を基本としている。しかし、
13年調査における月９日以上の夜勤
36.6%の結果から、状況の改善はみら
れない。
　２交替制の夜勤については、１勤務
当たりの拘束時間が「16時間以上」
が48.4%と、13年調査(53.9%）から
は減ったものの、依然２人に１人の水
準で、医労連によれば「国際的に見て
も16時間以上は日本でしかみられな
い」という。また、２交替勤務の月当
たり夜勤回数は、「４回以下」の合計
が52.7%。これに対し「５回以上」が
47.3%で13年調査の41.0%より6.3ポ
イント増加した。医労連は「長時間夜
勤の回数が増えていることは危惧され
るところだ」と警戒している。

時間外労働の実態や勤務間隔
の短さも浮き彫りに

　さらに、交替制では本来少ないはず
の時間外労働について、回答者の約９
割が行っており、時間外労働「20時
間以上」20.3%（うち「30時間以上」
8.6%）などの実態が明らかになった。

「50時間以上」（1.8%）、「60時間以上」
（0.8%）という長時間も含まれていた。
　時間外労働については、約７割が、
手当の支払われない「サービス残業」
を行っていると回答した。「行ってい
る」と答えた人が挙げた主な不払い時
間外業務は、「記録」59.9%、「情報収

集」51.0%、「患者への対応」42.2%
などの内容だ。
　勤務間隔(勤務間インターバル（最
も短い場合））についても、医労連が
ILO勧告に基づいて重視している基準
の「12時間」を下回る回答の合計が
66.1%に達した（交代制勤務者）。医
労連は、「現状の３交代では、『準夜勤
→日勤』『日勤→深夜勤』などの勤務
間隔の短いシフトが多く、看護職員が
疲労を回復できないままに次の勤務に
入っている」と指摘している。

労働時間の長さと夜勤の負荷は
看護職員の健康状態にも影響

　調査では疲労、ストレス、健康状態
などを多岐にわたって調べた。さらに、
妊娠時に夜勤が免除されるかという状
況も取り上げている。
　妊娠時の「支援措置」に関しては、
回答者の約５割が夜勤を免除されてい
ない。夜勤免除（「夜勤・当直免除」
は49％）以外の措置として、「時間外
勤務免除」6.4%、「通院休暇」9.2%、「軽
度な仕事への配置転換」13.1%などが
挙がっているが、医労連は「極めて低
率だ。母性保護に対する対策の強化が
求められている」と問題視している。
　医労連はこの調査結果をもとに、か
ねてから主張している労働条件改善や
人員確保・増員などに加え、診療報酬・
介護報酬の改善に向けて取り組みを進
める構えだ。




